
} 満期保有目的債券の決算日後における償還予定額
（単位：円）

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

国 債 0 1¶300¶000¶000 0 3¶980¶000¶000

地 方 債 50¶000¶000 0 0 0

譲 渡 性 預 金 131¶000¶000 0 0 0

合 計 181¶000¶000 1¶300¶000¶000 0 3¶980¶000¶000

附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（単位：円）

当期償却額

建 物 1¶366¶352¶412 9¶904¶000 105¶000 1¶376¶151¶412 746¶009¶558 26¶593¶451 630¶141¶854有

形 構 築 物 9¶834¶076 0 0 9¶834¶076 7¶584¶112 170¶952 2¶249¶964

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引当期末残高 摘 要

２．退職給付関係
\ 採用している退職給付制度の概要
当事業団は退職一時金制度を設けております。厚生年金基金には加入しておりません。

] 退職給付債務に関する事項
（単位：円）

区 分 平成24年３月31日現在

退職給付債務 1¶039¶398¶358
EEEEEEEEEEEEEEEEEEEEE

退職給付引当金 1¶039¶398¶358
ÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖ

^ 退職給付費用に関する事項
（単位：円）

区 分 自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

勤務費用 76¶430¶685

利息費用 21¶288¶018

数理計算上の差異の費用処理額 1¶220¶381
EEEEEEEEEEEEEEEEEEEEE

退職給付費用 98¶939¶084
ÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖÖ

_ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

区 分 平成24年３月31日現在

割引率 2•0％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処
理方法

発生年度に一括処理
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^ 貸付金
貸付金の時価については、貸付金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額に将
来リスクを反映した金額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を
算定しております。
貸倒懸念先については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して
いるため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似
しており、当該価額をもって時価としております。

_ 破産更生債権等
破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定
しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に
近似しており、当該価額をもって時価としております。

` １年以内返済長期借入金及び長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。

a １年以内償還私学振興債券及び私学振興債券
当法人の発行する私学振興債券の時価は、市場価格によっております。

` 引当外退職給付引当金の見積額に関する事項
国又は地方公共団体との交流人事による出向職員であり国又は地方公共団体に復帰すること
が予定されており、退職手当を支給しないことが明らかな役職員の退職給付引当金の見積額は、
21¶414¶739円であります。

Ô 損益計算書に関する事項
前期損益修正の内容
前期損益修正益として、償却処理した未収貸付金利息の回収により50¶098¶874円を計上してお

ります。
Õ キャッシュ・フロー計算書に関する事項
１．資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 16¶339¶807¶312円
定期預金 � 3¶100¶000¶000円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 13¶239¶807¶312円
２．重要な非資金取引の内容

受配者指定寄付金として受入れた現物寄付金 74¶691¶024円
受配者指定寄付金として配付した現物寄付金 74¶691¶024円

Ö 行政サービス実施コスト計算書に関する事項
引当外退職給付増加見積額は、国等からの出向役職員に係るものであります。

× 重要な債務負担行為
該当する事実はありません。

Ø 重要な後発事象
該当する事実はありません。
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